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１．令和７年度に検討を要する主な論点について

○ 標準仕様書第4.1版を改定するための主な検討論点及び改定時期は以下です。

・令和７年までの行政手続オンライン化に向けた対応として、追加される事務手続きについて国がプリセットの対応を行うことにより、帳票詳細要

件及び帳票レイアウト等に影響する可能性があり、その場合は標準仕様書を見直すこととなります。

・高額療養費制度の見直しに伴う、高額介護（予防）サービス費や高額医療合算介護(予防)サービス費等の自己負担額上限額の見直しについて、

管理項目や帳票レイアウト等に影響が出る場合は、所要の見直しが発生する可能性があります。

・上記の他に、標準化PMOツールや関係省庁、検討会構成員からのご意見・ご質問等を踏まえ、上記の改定時期に合わせて標準仕様書の見直

しも予定しています。

改定予定時期関連個所見直し契機検討事項No

令和７年８月２頁制度改正
介護分野におけるDXの推進への対応
（介護保険部会での議論等を踏まえた適合基準日の見直しに関する検討状況、
介護情報基盤との連携におけるインタフェース仕様書の内容等を踏まえた対応 等）

１

令和７年８月３頁制度改正
介護保険料等における基準額の調整（令和６年（1～12月）の老齢基礎年金（満額）
の支給額が809,000円と80万円を超えること）に伴う対応

２

令和７年８月４頁制度改正
被保険者証等における記載事項変更（総合事業の名称変更や、刑法改正に伴う対
応等の整備政省令の通知に合わせた）対応

３

令和７年８月５頁制度改正

令和７年度税制改正大綱（令和6年12月27日閣議決定）における所得税の基礎控除
の控除額及び給与所得控除の最低保障額の引上げ（55万円を65万円に引き上げ）
に伴う対応
※ 令和８年度分以後の個人住民税について適用

４

令和８年１月６頁制度改正
令和６年度税制改正大綱（令和５年12月22日閣議決定）における扶養控除の見直し
（33万円を12万円に引き下げ）に伴う対応
※ 令和９年度分以後の個人住民税について適用

５

令和７年度中－制度改正
高額合算自動償還への対応 ※令和６年度からの継続検討事項
（「給付-44_高額医療合算介護(予防)サービス費支給申請書兼自己負担額証明書
交付申請書」への項目追加に伴う対応）

６



○ 検討論点１「介護分野におけるDXの推進への対応」の概要は以下のとおりです。介護保険部会での議論等を踏ま
えた適合基準日の見直しに関する検討状況や、介護情報基盤との連携におけるインタフェース仕様書の内容等を
踏まえ、2026年度（令和８年度）からの全国実施に向け、標準仕様書へ必要な反映を行い、改定する予定です。
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２．検討論点１の概要について

【出典】社会保障審議会介護保険部会（第118回）（令和７年３月17日）資料２

「介護分野におけるDXの推進への対応」は、適用基準日の見直しに関する検討状況等を踏まえ、

所要の改定を行う予定です。

【出典】事務連絡「「介護情報基盤との連携におけるインタフェース

    仕様書（第 1.0 版）」について」（令和７年３月31日）



○ 検討論点２「介護保険料等における基準額の調整に伴う対応」の概要は以下のとおりです。
（令和６年（1～12月）の老齢基礎年金（満額）の支給額が809,000円と80万円を超えること）
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３．検討論点２の概要について

「介護保険料等における基準額の調整に伴う対応」のうち、保険料に

関する機能要件の影響箇所は無い見込み、高額介護（予防）サービス

費、補足給付に関する基準見直しは、機能要件や帳票レイアウトに影

響がある見込みで、事務連絡等の内容をもとに所要の改定を行う予定

です。なお、データ要件・連携要件は令和７年２月の改定（第6.0版）

にて反映済となっております。

【出典】介護保険最新情報Vol.1347「介護保険法施行令の一部を改正

する政令の公布について（通知）」（老発0122第２号 令和７年１月22日）

【出典】社会保障審議会介護保険部会（第116回）（令和６年12月23日） 資料５より

（中略）



○ 検討論点３「被保険者証等における記載事項変更対応」の概要は以下のとおりです。
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４．検討論点３の概要について

介護保険被保険者証の省令様式の見直しが行われる見込みであるため、見直しに合わせた所要の改定を行う予定です。

【出典】法務省資料「拘禁刑下の矯正処遇等について」より

    https://www.moj.go.jp/content/001437235.pdf

「懲役」と「禁錮」を廃止し、新たな刑として「拘
禁刑」を創設されることを受け、介護保険被保険者
証の裏面等にある表記名を変更する必要がある。

①総合事業の名称変更 ②刑法改正に伴う対応等の整備政省令の通知

地域支援事業実施要綱、介護予防・日
常生活支援総合事業のガイドラインの
一部改正により、「介護予防・生活支
援サービス事業」の名称が「サービ
ス・活動事業」に見直されたこと等を
受けて、介護保険被保険者証の裏面等
にある表記を変更する必要がある。
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５．検討論点４の概要について

○ 検討論点４「給与所得控除見直しの対応」の概要は以下のとおりです。令和７年度税制改正の大綱（令和６年12月
27日閣議決定）における「給与所得控除の見直し（55万円の最低保障額を65万円に引き上げ）」により、今後の制度
所管担当課における検討を踏まえて、標準仕様書に影響がある場合は所要の改定を行う予定です。

給与所得控除（給与所得額）を用いた

判定を行っている制度が該当します。
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６．検討論点５の概要について(1/2)

○ 検討論点５「扶養控除見直しの対応」の概要は以下のとおりです。令和６年度税制改正の大綱（令和５年12月22日
閣議決定）における「扶養控除の見直し（33万円を12万円に引き下げ）」により、「第２回扶養控除見直しの影響への
対応に係る関係府省会議（令和６年11月27日開催）」の結果を踏まえて、標準仕様書に影響がある場合は所要の改
定を行う予定です。

【出典】令和６年11月27日「第２回 扶養控除見直しの影響への対応に係る関係府省会議」議事次第、資料３
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６．検討論点５の概要について(2/2)

（続き）

「扶養控除の見直しへの対応が必要な国の制度一覧」に記載されている標準仕様書に関係する制度は以下のとおりです。

・高額介護（予防）サービス費

・高額介護予防サービス費相当事業

・高額医療合算介護（予防）サービス費

・高額医療合算介護予防サービス費相当事業

今後、政省令の改正や事務連絡・通知の

発出等により対応するとされています。


